
提出書類チェックシート（実績報告書提出時） 

 

 

 

〈実績報告書類の確認〉 
□発注書（又は契約書） 

□納品書又は工事完了報告書 

□検収書 

  ※検収書がない場合は、納品書又は工事完了報告書に検収日及び検収者による氏名の

署名、又は記名押印を行い、提出すること。 

□請求書 

□支払いを証する書類（振込書及び通帳の写し等） 

 ※インターネットバンキングでの支払いの場合、予約状態ではなく、完了状態のもの。 

□事業実施状況が分かるもの 

（成果物や写真等（印刷物などは現物）、品番・型番・個数等が確認できる画像すべて） 

工事や機器の更新等を行った場合は事業実施前・実施後の対比が分かること 

□取得財産等管理台帳（様式第７号） 

□汎用性のある備品・設備については、取得財産に係る誓約書（参考）を提出すること。 

□中央会に対する請求書（実績報告時に併せて提出する場合は日付未記入） 

□上記請求書の振込先口座の通帳表紙及び見開きページの写し 

□その他中央会が必要と認める書類 

 

〈実績報告書類（留意点）の確認〉 

  提出書類 留意点 

共通 □ 

京都府生産性向上・人

手不足対策事業費補助

金 

（生産性向上等モデル

事業）実績報告書（様

式第６号）・取得財産

管理台帳（様式第７

号） 

・事業開始日は発注又は契約した日、補助事業の

完了とは、原則として、交付申請書に記した本

事業計画に基づく設備投資のほか、購入物品等

の納品・検収・支払等の事業上必要な手続きが

全て完了していることを指します。事業完了日

は納品・検収・支払等の全てが完了した日を記

載してください。 

・「テーマ」欄には補助金交付申請（様式第１号別

紙）の事業計画書に記載した「テーマ名」を記載

してください。 

・「事業実施内容」欄には補助金交付申請（様式第

１号別紙）の事業計画書に記載した内容から、

〈事業実施計画〉のほか、目標設定（数値含む）
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や〈事業実施により見込まれる効果〉等を要約

し、記載してください。 

・取得財産管理台帳（様式第７号）のエクセルシ

ートは中央会ホームページからダウンロードい

ただけます。 

□ 

事業を着手したことが

確認できる書類（発注

書、契約書等）の写し 

・交付決定日以降に着手したことが分かる発注書

(又は契約書)の写しを添付してください。 

 ※事前着手届を提出している場合、発注日(契約

日)は事前着手届に記載の「２ 着手年月日」欄

以降であること 

・交付申請時に提出した見積書の内容と相違がな

いこと 

・押印があること 

・発注書、契約書等の提出が難しい場合は、その

他発注したことを証明する書類を添付してくだ

さい。 

□ 

経費の納品・検収・支払

いを確認できる書類

（納品書、検収書、請求

書、振込書等）の写し 

納品書（写し）については以下の条件に対応した

ものであること 

・宛名、発行者、品目が明記されていること 

・納品日が補助対象期間であること 

・検収年月日及び検収者名が記載されていること 

（検収書には検収年月日及びフルネームによる署

名又は記名押印があること） 

 

 

 

□ 

 

 

 

 

 

 

請求書（写し）については以下の条件に対応した

ものであること 

・発行者が明記されていること 

・請求日が補助対象期間内であること 

・請求内容（明細）が記載されていること 

・請求書に振込先が明記されていること 

・押印があること 

※支払いが完了したことを証明するために、請求

書と合わせて振込書等を添付してください 

振込書等（写し）については以下の条件に対応し 
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□ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

たものであること 

・振込元として個人の場合は補助金申請者の本人

の口座、法人の場合は補助金申請者である会社

又は代表者の口座のほか、請求書には、振込先

の口座が記載されており、当該口座に振込した

ことが分かること 

・振込が完了した日付が記載されていること 

・インターネットバンキングを利用する場合は、

Web 取引画面が分かるもの、当該取引が完了し

たことが分かる入出金明細書又は通帳の表紙+

見開き及び当該費用が出金されたことがわかる

ページを添付すること 

（先日付の振込は不可とし、振込が完了したこと

を証明できる書類の添付が必要です。） 

・振込完了日（先方への着金日）が令和８年１月

30日以前であること（事業実施期間を超えた場

合は如何なる場合も補助の対象にはならない） 

 

 

 

□ 

 

事業の実施内容・成果

物を確認できる書類、

写真等 

事業の実施内容や成果が分かる書類を添付してく

ださい。 

補助 

対象 

経費 

ごと 

 

 

□ 

 

備品・設備購入費 

備品・設備改修費 

・各機器が設置したことが分かる写真 

・全体像の他、品番、型番および製造番号が分か

り該当製品が特定できる写真（銘板を含む） 

（同一物を複数購入した場合は個数まで確認でき

るようにすること） 

・機器の更新を実施した場合は、更新の前・後が

わかる写真（異なる角度からの写真複数枚） 

・検収書がない場合は、納品書に検収日及び検収

者による氏名の署名、又は記名押印を行い、提

出すること。 

・建物設備等を改修・更新した場合は、工事完了

報告書又は、工事完了したことを記載した書面

（検収年月日及び検収者名の署名又は記名押印 
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されていること） 

・工事前と工事後の事業を実施したことがわかる

写真及び図面（異なる角度からの写真複数枚） 

・汎用性のある備品・設備については、誓約書（参

考）を提出すること。 

  

□ 

 

委託費 

・設計・デザインを依頼した場合は、図面及びレ

イアウト等がわかるもの 

・システムを導入・開発がされた場合、導入され

ていることがわかる写真・機能概要がわかる書

類（構成図等） 

・HP・ECサイト等を構築(制作)した場合は、当該

URL を実績報告書の「実施事業内容」欄に記載

し、本事業で作成した成果物（画面の写真）の

全ページをプリントアウトすること。 

・ソフトウェアについては、ライセンス画面（利

用開始日などを確認できるもの）の写し 

・専門家（業者）からの指導等にかかる経費につ

いては、指導内容の分かる報告書等を添付する

こと。 

  

□ 

 

 

広報費 

・成果を証明する画像等 

・HP・ECサイト等を構築(制作)した場合は、当該

URL を実績報告書の「実施事業内容」欄に記載

し、本事業で作成した成果物（画面の写真）の

全ページをプリントアウトすること。 

・パンフレット・チラシを作成した場合は、制作

物の現物を添付 

  

□ 

 

 

その他経費 

・専門家を招聘した場合は、専門家からアドバイ

スを受けている風景と専門家が発行した指導報

告書、業務内容が分かる報告書・議事録等の資

料等を添付 

・専門家の職位等を確認することができる資料 

・中央会が求める書類 
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（参照）支出した経費の事実を証明する書類等 

支払方法 
対応 
可否 

請求書 
領収
書 

振込 

受付書
等 

ATM 

利用明
細 

その他 

銀行振
込 
 

窓口 〇 

○ 
（購入明細と振込
先口座情報が明記
されていること） 

― ○ ― 
現金処理、口座振
替のみ可 

ＡＴＭ 〇 

〇 
（購入明細と振込
先口座情報が明記
されていること） 

― － 〇 － 

イン
ター
ネッ
トバ
ンキ
ング 

〇 

〇 
（購入明細と振込
先口座情報が明記
されていること） 

― － － 

①取引明細照会
画面ハードコピ

ー 
②振込完了画面
ハードコピーま
たは通帳コピー 
※他の事業費等
を合わせて処理
している場合
は、当該事業費
が含まれている
ことを確認でき
る書類を併せて
提出すること 

※振込の名義人は申請者名義（申請者が法人である場合は法人名義、個人事業主の場合は

個人事業主個人名義）であること。口座引落(口座振替)による振込の場合は、申請者名

義の口座(申請者が法人である場合は法人名義の口座、個人事業主の場合は個人事業主

個人名義の口座）から当該費用の引き落としがされていること。 

現 金 
※現金での支払いは原則として不可となりますが、現金での支払いでの対応

しかできない場合は必ず事務局まで事前にご相談ください。 

クレジットカー
ド 

×      

手形・小切手 ×      

電子マネー ×      

キャリア決済 ×      

仮想通貨 ×      

クーポン ×      

ポイント ×      
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金券・商品券 ×      

相殺払い ×      

※上記のほかにも、実施される事業の内容によっては追加の書類等の提出をお願いするこ

とがあります。 

※現金での支払いは原則として不可となります。現金での支払いしか困難な場合は事前に

必ず中央会まで御相談ください。 

 

〈状況報告書の提出について〉 

 

 

 

 

 

お問い合わせ先・提出先 

〒600-8009 京都市下京区四条通室町東入函谷鉾町 78 番地  京都経済センター３階 

京都府中小企業団体中央会 京都府生産性向上・人手不足対策事業費補助金 担当者宛 

   電 話 075-708-3701（代）   ＦＡＸ  075-708-3725 

※受付・電話での問い合わせ対応時間は、平日９時～１２時、１３時～１７時になります。 

 組合名のほか、「京都府生産性向上・人手不足対策事業費補助金の件」とお伝えください。 

※訪問される際は必ず事前に御一報ください。 

※郵送による提出の場合、レターパックなど追跡が可能な方法で送付してください。 

※電話やメールでの連絡の際は、必ず事業者名・氏名・要件をお伝えください。 

補助事業終了後以降にも生産性向上等の取組や補助事業がもたらす効果を検証する必要が

あるため、補助事業完了日以降から一定のモニタリング期間を設け、付加価値額の成長率や賃

上げ目標額の設定、進捗状況等をご報告いただくことを予定しています。 

また、その効果検証に必要な決算関係書類等の提出を求めることがありますので、ご了承く

ださいますよう、お願いいたします。 

状況報告書の様式等については、おって中央会ホームページ等に掲載させていただくととも

に、実績報告書の提出時にもご案内させていただきますので、ご協力のほどよろしくお願いい

たします。 

報告後とりまとめ、優良事例として京都府等のホームページや事例集に掲載する場合がござ

います。 


